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(年金制度)：公的年金の「100 年安心」は制度について 

 

2004 年に実施された公的年金の制度見直しによって、公的年金は「100 年安心」な制度で

あると言われた。しかし、その後の人口減少の開始と高齢化の進行を鑑みると、「100 年安

心」なのは年金制度を維持することについてだけであり、決して国民一人一人の老後生活を安

心なものにするまでのものではなかった。最近の人口動態推計と一緒に考えてみたい。 

 

現在の日本の公的年金制度は、2004 年の財政検証に基づいて大改革が行われ、その後、幾つ

かの微修正が行われて来たものである。主要な骨子を挙げてみると、(1)国民年金保険料の水準

を実質 2017 年度以降固定すること、(2)厚生年金保険料の料率を引上げ 2017 年度以降固定す

ること、(3)基礎年金の給付に必要な財源の半分を一般会計で負担すること、(4)少子高齢化の

進展に対応したマクロ経済スライドによって、広く高齢者にも負担を求めること、などであっ

た。一般会計による基礎年金の財源負担の恒久化は、自らを含む現在および将来の国民への負

担拡大と考えて良い。一方で、厚生年金保険料率の引上げは、その後に実施された厚生年金加

入対象の拡大も含めて、現在の被用者及び雇用主に負担の拡大を求めるものであった。また、

マクロ経済スライドの実施による実質的な給付の目減りは、現在の受給者にも負担を少し求め

るものであった。つまり、公的年金は広く国民全体に様々な負担の拡大を依頼することによっ

て、制度の長期的な維持を図ったのである。 

 

ところが、その際に打ち出された「100年安心」という説明が独り歩きして、“公的年金だけで

老後の生活は 100 年安心である”といった誤った認識が広まり、その後のマクロ経済スライド

の実施等に際しては、強く世論やメディアからの批判を受けることになった。誰しも多くの給

付を受取れるのであれば、それに越したことはない。しかし、将来的に少子高齢化が進行する

のであれば、高齢者の老後を支える現役世代の負担は、間違いなく相対的に拡大する。広く国

民全般が痛みを分かち合うという主旨の公的年金改革であったが、「100年安心」というキャ

ッチフレーズが誤解を招いてしまったことを否定できない。厚生年金等の積立金を運用し取り

崩すことで、高齢化が進む中でも老齢年金の給付水準をある程度維持しようとする取組みであ

り、公的年金制度は 100年経っても破綻しないという意味の“安心”だったはずである。決して

個人が「100歳まで老後の生活は安心できる」などといった説明はされていない。誤った認識

に乗っかり、年金受取額が実質的に目減りするといったメディアによる報道が、殊更に公的年

金のイメージを悪くしているのではないか。 

 

2007 年に明らかになった年金記録問題が公的年金制度の信頼性を大きく損なったことは紛れ

もない事実であり、少子高齢化の進行によって将来の年金受給に対する希望の低下した第 1号

被保険者による国民年金保険料の納付率が低下した。公的年金は払い損だとかの誤った報道が

現在でも散見されるが、年金も含む保険制度は決して儲けるためのものではなく、万一に備え

るリスク対応の手段と考えるべきである。第 2号被保険者と呼ばれる民間企業の従業員や公務

員などの被用者に関しては厚生年金保険料が給与から天引きされるため、雇用主の負担分を含

めて直接納付され、未納問題は基本的に生じない（雇用主が従業員分も含めて厚生年金保険料

を納付しないという事例はあったが）。 
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国民年金保険料の納付義務者が延納や免除といった手続きを行わずに保険料の納付を怠った

場合は、老齢年金等の給付額が削減されるだけである。公的年金に加えて、別途自分の老後に

対しては自助努力を行う必要はあるとされる。しかし、だからと言って、公的年金が要らない

というものではない。金融や保険のプロの衆目が一致するのは、年金を終身で受取ることが可

能で、給付水準がある程度物価水準に連動し、万一の場合の障害給付や遺族給付といった付加

的な給付もある公的年金と同一の内容を、民間企業が提供することは明らかに経済的に割が合

わないということである。公的年金の給付水準は、少子高齢化の拡大によって相対的に豊かな

ものでなくなる可能性は高いが、公的年金からの給付を上回るだけの資産形成を自分で行うこ

とは容易でないし、自分がいつまでも健康であるといった思い込みは避けた方が良い。一方で、

公的年金への過大な依存は危険であり、限界を知り自助努力を加えるしかない。 

 

4 月下旬に、新型コロナ感染症の拡大によって遅れていた最新の日本の将来推計人口が公表さ

れた。合計特殊出生率が 2015年の 1.45から 2020年に 1.33と低下したこともあり、2070年

の中位推計では 1.36とわずかな上昇に留まる。平均寿命の推計を見ると、前回 50年後が中位

推計で男性 84.95歳・女性 91.35歳であったものが、今回の 50年後は男性 85.89歳・女性 91.94

歳と更に上昇している。しかも、今回の推計に際しては、外国人の流入超をコロナ前 3年の平

均で置いている。インバウンド観光客数の回復は見込まれるものの、円安のために日本で働く

意欲を持つ外国人がどれくらい来日するだろうか。労働力不足を代替していた外国人労働者に

とって魅力的な国であり続けなければ、日本の総人口及び生産年齢人口はより加速度的に減少

し、様々な社会問題を惹起する可能性すら懸念される。高齢者比率の更なる上昇は必至であり、

公的年金制度が次の抜本的な見直しを必要とする時期は近いのかもしれない。「100 年安心」

の 100年という期限は、想定より短く、急速に近づいているように思われる。 

 

図表：待ったなしの人口減少と高齢化 

出所：国立人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和 5年推計）」を基に筆者作成 

（徳島 勝幸） 
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